
［成果情報名］イネごま葉枯病抵抗性の高精度評価法 

［要約］イネごま葉枯病について、スプレッダーを均一に配置した検定圃場において移植後

110 日頃に「ごま葉枯病発病程度調査基準」を用いて発病調査をすることで、検定材料の

ごま葉枯病発病程度を評価できる。抵抗性程度は、各検定材料の熟期に適合した熟期のご

ま葉枯病抵抗性基準品種の発病程度を参考に評価する。 
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［背景・ねらい］ 

イネごま葉枯病（以下、ごま葉枯病）の発生面積は近年増加し、いもち病、紋枯病に次

ぐ発生面積（全国 187,714ha：農薬要覧 2014）で、三重県においても「みえのゆめ」を中

心に発生が問題となっている。しかし、現在のところ抵抗性を有する有効な日本型水稲品

種は開発されていない。そこで、ごま葉枯病抵抗性育種研究の基礎となる「ごま葉枯病圃

場抵抗性検定法」を開発し、ごま葉枯病抵抗性品種の開発に資する。 
 

［成果の内容・特徴］ 

１．検定圃場では、ごま葉枯病菌を噴霧接種し発病させた「みえのゆめ」（ごま葉枯病抵

抗性“弱”）の稚苗をスプレッダーとして乗用田植機により条間 30cm、株間 30cm の

設定で、植え付け本数をおよそ 3～5 本/株に移植する。その株間中央に検定材料を 15cm
間隔で植え付け本数を 1 本/株とし、11 株/区を手植えで配置する（図 1）。 

２．移植後 110 日頃に、発病が中庸な株の生育が中庸な茎の止葉葉耳部を手でつかみ、手

よりも上部にある葉身の発病程度を「ごま葉枯病発病程度調査基準」（表 1）を用いて

調査することで、検定材料の発病程度を複数年次で同様に評価できる（図 2）。 

３．検定圃場には検定材料に適合した熟期の抵抗性基準品種を‘強’～‘弱’の範囲で配

置し、検定材料のごま葉枯病抵抗性はそれら基準品種の発病程度を参考に評価する（表

2）。 
４．幼苗検定での抵抗性が‘強～やや強’と報告されている「Kasalath」について、本圃

場検定での抵抗性は‘やや弱’であり、生産現場において実用性の高い評価法として

本検定法が有効である（表 2）。 
 

［成果の活用面・留意点］ 

１．本検定法を利用することで、ごま葉枯病抵抗性を目的形質とした育種研究や品種開発

が可能である。 

２．本検定法は、従来から「みえのゆめ」でごま葉枯病が多発していた三重県農業研究所

伊賀農業研究室の場内検定圃場において 5 月下旬移植条件で確立されたものである。

発病状況が異なる他の圃場では、「ごま葉枯病発病程度調査基準」の各階級値におけ

る‘病斑の様態’と‘葉身の病斑面積率’が対応しない場合がある。その場合は、‘

病斑の様態’を優先して階級値を区分し、‘病斑の様態’が同様の階級値“1”と“2
”、“8”と“9”については、それぞれ相対的な葉身病斑面積率の高低によって区分

する。  
３．発病調査は、移植後 110 日頃を目安に、検定圃場の発病状況に応じて熟期別の抵抗性

基準品種の発病程度に‘強’～‘弱’の間で想定される差が生じた時期に行う。 

 




